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「病院における高齢者のポリファーマシー対策の始め方と進め方」 

について 

 

 

医療行政の推進につきましては、平素から格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

高齢化の進展に伴い、加齢による生理的な変化や複数の併存疾患を治療するための医薬

品の多剤服用等によって、安全性の問題が生じやすい状況にあることから、平成 29年４月

に「高齢者医薬品適正使用検討会」を設置し、高齢者の薬物療法の安全確保に必要な事項

の調査・検討を進めており、これまでに「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」及び

「高齢者の医薬品適正使用の指針（各論編(療養環境別)）」を取りまとめたところです。 

今般、検討会での議論を経て「病院における高齢者のポリファーマシー対策の始め方と

進め方」を取りまとめましたので、貴管下医療機関等において、医薬品に係る医療安全推

進のため、ご活用いただきますよう、周知方お願いいたします。 

なお、「病院における高齢者のポリファーマシー対策の始め方と進め方」で使用している

用語については、下記のとおり、併せて留意をお願いします。 

 

記 

 

1. 「薬物有害事象」は、薬剤の使用後に発現する有害な症状又は徴候であって薬剤との

因果関係の有無を問わない概念です。 

 

2. 「ポリファーマシー」は、単に服用する薬剤数が多いのみならず、それに関連して薬

物有害事象のリスク増加、服用過誤、服薬アドヒアランス低下等の問題につながる状

態をいいます。 
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はじめに 

本書は、ポリファーマシー※対策の取組を始める際や業務運営体制を体系的に構築・運営

する際に役立てていただくため、以下の２つを目的としてとりまとめたものである。 

１つ目は、ポリファーマシー対策を始める病院が取組初期に直面する課題を解決するた

めのスタートアップツールとして活用してもらうことを目的としており、この内容を第 1

章にまとめた。２つ目は、ポリファーマシー対策をある程度進めている病院が業務手順書

を整備し、業務をより効率的に行う参考資料として活用してもらうことを目的としており、

この内容を第 2章にまとめた。なお患者が地域に戻る際に地域包括ケアシステムを担う医

療・介護関係者との連携が欠かせないことから、地域の関係施設との連携についても記載

している。 

本書は、高齢者の医薬品適正使用の指針（以下、指針）を活用し、ポリファーマシー対策

の取組を進めるツールとして作成されたものであることから、主たる利用対象は医師、歯

科医師、薬剤師を中心としながらも、広くポリファーマシー対策にかかわる医療関係者も

利用対象として想定している。また、病院を対象としたものであるが、診療所等において

も適用できる内容については活用していただき、ポリファーマシー対策が進展することを

期待する。 

※ポリファーマシーは単に服用する薬剤数が多いことではなく、それに関連して薬物有害

事象のリスク増加、服薬過誤、服薬アドヒアランスの低下等の問題につながる状態を指

す。 

なお、「薬物有害事象」は、薬剤の使用後に発現する有害な症状又は徴候であり、薬剤と

の因果関係の有無を問わない概念として使用している。薬剤との因果関係が疑われる又は

関連が否定できないものとして使用される「副作用」とは区別している。 

 

＊ 本文では、指針・総論編及び各論編（療養環境別）で参照すべき箇所を「総論編 p.●を

参照」「各論編 p.●を参照」などとして示している。本書とあわせてご確認いただきた

い。  
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次年度の高齢者事業について（案）

Ｒ１年度：アンケート・好事例施設調査 Ｒ２年度：スタートアップツールの作成

• 100床以上の医療機関に対する実態調査
• 好事例施設の取り組み状況を調査
⇒現状の把握と課題の抽出

• ポリファーマシー対策を行う実際的なポイント
• 業務手順書のモックアップ 等
⇒R1年度の課題を解決するツールを作成

第13回高齢者医薬品適正使用検討会
R３．３．１１ 資料３

これまでの取組

R2年度 R3年度 R4年度

検討会

医療機関での効果検証

＜スケジュール＞

第
13
回

ツールの運用を通じた効果検証・課題確認

中間報告 結果をとりまとめて
報告

Ｒ３年度：モデル医療機関における効果検証

• Ｒ２年度に作成したツールを医療機関で運用し、効果を検証するとともに課題を確認
• 実施機関は公募により数機関を採択
• モデル医療機関での取組結果の学会発表などを通じて、ツールの周知も図る

医療機関で活用できる、より実践的なモデルや手順書といったツールが必要ではないか

採択医療機関を
検討会HP等で公表

第
14
回

第
15
回


